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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第２四半期累計期間
第８期

会計期間
自 2021年12月１日
至 2022年５月31日

自 2020年12月１日
至 2021年11月30日

売上高 (千円) 616,309 1,165,042

経常損失(△) (千円) △20,416 △5,943

当期純利益又は四半期純損失(△) (千円) △14,095 3,065

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 158,225 80,600

発行済株式総数 (株) 1,892,000 1,767,000

純資産額 (千円) 194,847 52,352

総資産額 (千円) 400,596 270,241

１株当たり当期純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

(円) △7.68 1.74

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ―

自己資本比率 (％) 48.6 19.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △21,951 6,307

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,877 △5,442

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 139,978 ―

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 284,928 169,779
 

 

回次
第９期

第２四半期会計期間

会計期間
自 2022年３月１日
至 2022年５月31日

１株当たり四半期純損失(△) (円) △1.22
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在したものの、当社株式は非上場

であり期中平均株価が把握できなかったため、記載しておりません。また、第９期第２四半期累計期間の潜

在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失で

あるため、記載しておりません。

４．１株当たり配当額については、配当を実施していないため、記載しておりません。

５．2021年10月27日付けで普通株式１株につき普通株式30株の割合で株式分割を行っております。第８期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純損失及び１株当たり当期純利益を算定しておりま

す。

６．当社は、第８期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第８期第２四半期累
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計期間に係る主要な経営指標等については記載しておりません。

７．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首から

適用しており、当第２四半期累計期間及び当第２四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当該

会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリ

スクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

 

(1) 財政状態の状況

（資産）

当第２四半期会計期間末における流動資産は361,475千円となり、前事業年度末に比べ、129,171千円増加しま

した。これは主に、上場に伴う増資により、現金及び預金が115,148千円増加したこと、サービス件数増加に伴

い、売掛金が7,536千円増加したことによるものです。

また、当第２四半期会計期間末における固定資産は39,120千円となり、前事業年度末に比べ、1,183千円増加し

ました。

この結果、当第２四半期会計期間末における総資産は400,596千円となり、前事業年度末に比べ、130,354千円

増加しました。

 
（負債）

当第２四半期会計期間末における流動負債は135,748千円となり、前事業年度末に比べ、12,140千円減少しまし

た。これは主に、買掛金が1,909千円減少したことや消費税の納付により未払消費税が減少したことによるもので

す。なお、固定負債は70,000千円となり、前事業年度末から変動はありません。

この結果、当第２四半期会計期間末における負債合計は205,748千円となり、前事業年度末に比べ、12,140千円

減少しました。

 
（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は194,847千円となり、前事業年度末に比べ、142,495千円増加し

ました。これは主に、上場に伴う増資により、資本金が77,625千円、資本剰余金が77,625千円増加したこと、ま

た四半期純損失を14,095千円計上したことによるものです。

 

(2) 経営成績の状況

当第２四半期累計期間における我が国経済は、３月に新型コロナウイルスのまん延防止等重点措置が解除され、

徐々に経済活動は再開されつつありますが、新型コロナウイルス感染拡大前の水準には回復しておらず、依然とし

て先行き不透明な状況が続いております。また、資源価格の高騰やウクライナ情勢の深刻化により、金融資本市場

の変動が国内経済に与える影響は注視し続ける必要があります。

このような状況の下、当社では、当社プラットフォームの利用者及びキャストを定量的に拡大していくための取

り組みとして、新規キャストの獲得を目的とした広告宣伝投資に加え、登録キャストの定着を目的として、既存の

システム・オペレーションの改善に注力いたしました。その結果、登録キャスト数は順調に推移し、１万人を突破

しました。

この他にも、家事代行事業者向けに、DXと事業成長を後押しする独自の事務管理システムを提供する実証実験を

開始いたしました。

以上の結果、当第２四半期累計期間における売上高は616,309千円となりました。また、営業損失は8,959千円、

経常損失及び税引前四半期純損失は共に20,416千円、四半期純損失は14,095千円となりました。なお、株式公開費

用が営業外費用として11,259千円発生しております。

また、当社は家事代行サービス事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載は行っ

ておりません。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ、

115,148千円増加し、284,928千円となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次の通りです。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において、営業活動により支出した資金は21,951千円となりました。これは主に、税引

前四半期純損失の計上20,416千円、キャストポイント引当金の減少11,969千円、未払金の増加15,925千円、株式

公開費用の計上11,259千円、売上債権の増加7,536千円、未払消費税等の減少9,120千円等によるものでありま

す。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において、投資活動により支出した資金は2,877千円となりました。これは、無形固定資

産の取得による支出が2,877千円となったことによるものです。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において、財務活動により取得した資金は139,978千円となりました。これは、株式の発

行による収入が155,250千円、株式の発行による支出が15,271千円となったことによるものです。

 
(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(5) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断す

るための客観的な指標等について重要な変更はありません。

 
(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 
(7) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方における基本方針

当第２四半期累計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方における基本方針について重

要な変更はありません。

 

(8) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(9) 従業員数

当第２四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

 
(10) 経営成績に重要な影響を与える要因

当第２四半期累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,068,000

計 7,068,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年５月31日)

提出日現在発行数(株)
(2022年７月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,892,000 1,892,000
東京証券取引所
グロース市場

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式
であります。
なお、単元株式数は
100株であります。

計 1,892,000 1,892,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年５月31日 ― 1,892,000 ― 158,225 ― 448,320
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(5) 【大株主の状況】

2022年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ワタキューセイモア株式会社 綴喜郡井手町大字多賀小字茶臼塚 12-2 360,000 19.03

加茂 雄一 東京都豊島区 331,670 17.53

池田 裕樹 東京都杉並区 260,000 13.74

胡桃沢 精一 東京都狛江市 132,700 7.01

株式会社I.K.D 東京都渋谷区渋谷２丁目10番15号 71,670 3.79

イーストベンチャーズ投資事業
有限責任組合

東京都港区六本木４丁目２番45号 66,000 3.49

TSVF１投資事業有限責任組合 東京都港区六本木１丁目６－１ 60,000 3.17

株式会社CARTA VENTURES
東京都渋谷区道玄坂１丁目21－１渋谷ソラス
タ15Ｆ

51,000 2.70

BEENOS株式会社 東京都品川区北品川４丁目７－３５ 45,090 2.38

BEENEXT1 PTE. LTD.
(常任代理人 apis株式会社)

9 Raffles Place, #26-01, REPUBLIC PLAZA,
SINGAPORE 048619
(東京都千代田区１丁目５－１)

36,000 1.90

計 ― 1,414,130 74.74
 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

  2022年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,890,500
 

18,905 ―

単元未満株式 普通株式 1,500
 

― ―

発行済株式総数 1,892,000 ― ―

総株主の議決権 ― 18,905 ―
 

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(2022年３月１日から2022年５月

31日まで)及び第２四半期累計期間(2021年12月１日から2022年５月31日まで)に係る四半期財務諸表について、太陽有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３  四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年11月30日)
当第２四半期会計期間
(2022年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 169,779 284,928

  売掛金 57,051 64,588

  その他 5,472 11,959

  流動資産合計 232,303 361,475

 固定資産   

  有形固定資産 8,047 6,514

  無形固定資産 6,908 10,132

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 9,299 9,299

   その他 13,682 13,173

   投資その他の資産合計 22,981 22,473

  固定資産合計 37,937 39,120

 資産合計 270,241 400,596

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 74,637 72,728

  未払金 28,914 41,327

  未払法人税等 290 ―

  キャストポイント引当金 11,969 ―

  クーポン引当金 1,340 ―

  その他 30,736 21,693

  流動負債合計 147,888 135,748

 固定負債   

  長期借入金 70,000 70,000

  固定負債合計 70,000 70,000

 負債合計 217,888 205,748

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 80,600 158,225

  資本剰余金 370,695 448,320

  利益剰余金 △398,942 △411,697

  株主資本合計 52,352 194,847

 純資産合計 52,352 194,847

負債純資産合計 270,241 400,596
 

EDINET提出書類

株式会社ＣａＳｙ(E37432)

四半期報告書

 9/18



(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期累計期間
(自　2021年12月１日
　至　2022年５月31日)

売上高 616,309

売上原価 406,609

売上総利益 209,700

販売費及び一般管理費 ※  218,659

営業損失（△） △8,959

営業外収益  

 受取利息 0

 その他 0

 営業外収益合計 1

営業外費用  

 支払利息 199

 株式公開費用 11,259

 営業外費用合計 11,458

経常損失（△） △20,416

税引前四半期純損失（△） △20,416

法人税等 △6,320

四半期純損失（△） △14,095
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当第２四半期累計期間
(自　2021年12月１日
　至　2022年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前四半期純損失（△） △20,416

 減価償却費 2,430

 受取利息及び受取配当金 0

 支払利息 199

 株式公開費用 11,259

 売上債権の増減額（△は増加） △7,536

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,909

 未払金の増減額（△は減少） 15,925

 未払費用の増減額（△は減少） △1,060

 
未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

3,802

 未払消費税等の増減額（△は減少） △9,120

 キャストポイント引当金の増減額（△は減少） △11,969

 その他の資産の増減額（△は増加） △3,459

 その他の負債の増減額（△は減少） 392

 小計 △21,462

 利息及び配当金の受取額 0

 利息の支払額 △199

 法人税等の支払額 △290

 営業活動によるキャッシュ・フロー △21,951

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 無形固定資産の取得による支出 △2,877

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,877

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 株式の発行による収入 155,250

 株式の発行による支出 △15,271

 財務活動によるキャッシュ・フロー 139,978

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 115,148

現金及び現金同等物の期首残高 169,779

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  284,928
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これによる主な変更点は以下の通りです。

①　純額による収益認識

クーポンおよびギフト利用による売上について、従来は総額を収益として認識し、値引額を販売費及び

一般管理費として処理する方法によっておりましたが、純額で収益を認識することとしております。

②　自社紹介クーポン制度に係る収益認識

お客様が紹介制度を利用した際に付与しているクーポンについては、従来は付与したクーポンの利用に

備えるため、将来利用されると見込まれる額をクーポン引当金として計上しておりましたが、付与した

クーポンはお客様に支払われる対価として認識し、お客様がクーポンを適用したときに適用額を売上高

より控除しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第２四半期累計期間の売上高及び販売費及び一般管理費は4,355千円減少しております。また、

利益剰余金の当期首残高は1,340千円減少しております。

 
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとなりました。なお、この変更による四半期財務

諸表に与える影響はありません。

 
(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 
(四半期損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自 2021年12月１日
至 2022年５月31日)

給料賃金 57,074千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自 2021年12月１日
至 2022年５月31日)

現金及び預金 284,928千円

現金及び現金同等物 284,928千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期累計期間(自 2021年12月１日 至 2022年５月31日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 
３ 株主資本の金額の著しい変動

当社は、2022年２月22日に東京証券取引所マザーズに上場いたしました。上場にあたり、2022年２月21日を

払込期日とする有償一般募集増資（ブックビルディング方式による募集）により新株式125,000株を発行してお

ります。当該増資により資本金及び資本剰余金はそれぞれ77,625千円増加しました。上記の結果、当第２四半

期会計期間末において、資本金が158,225千円、資本剰余金が448,320千円となっております。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自　2021年12月１日　至　2022年５月31日）

当社の事業セグメントは、家事代行サービス事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報の記載

を省略しております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期累計期間（自　2021年12月１日　至　2022年５月31日）

(単位：千円)

 報告セグメント 合計

お掃除代行・お料理代行 599,558 599,558

その他 16,751 16,751

顧客との契約から生じる収益 616,309 616,309

その他の収益 ― ―

外部顧客への売上高 616,309 616,309
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
当第２四半期累計期間
(自 2021年12月１日
至 2022年５月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △7.68円

(算定上の基礎)  

 四半期純損失(△)(千円) △14,095

 普通株主に帰属しない金額(千円) ―

 普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △14,095

 普通株式の期中平均株式数(株) 1,835,681

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

―

 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため、記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
　2022年７月14日

株式会社CaSy

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人

　東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　憲一  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石倉　毅典  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＣａＳ

ｙの2021年12月１日から2022年11月30日までの第９期事業年度の第２四半期会計期間（2022年３月１日から2022年５月

31日まで）及び第２四半期累計期間（2021年12月１日から2022年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＣａＳｙの2022年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
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監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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